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○伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金交付要綱  

令和７年５月３０日  

告示第２４４号  

（趣旨）  

第１条  この告示は、太陽エネルギーの地産地消を促進し、持続可能な社会を構築す

るため、既存住宅又は事業所への太陽エネルギー利用設備の設置等に要する経費に

ついて、予算の範囲内で補助金を交付することに関し、伊那市補助金等交付規則（平

成１８年伊那市規則第３５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要

な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この告示において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。  

(1) 太陽光発電設備  未使用品であって、既存住宅又は事業所における太陽光を電

気に変換する太陽光モジュール及びその附属設備をいう。  

(2) 定置型蓄電設備  未使用品であって、前号の太陽光発電設備と常時接続してお

り、同設備が発電する電気を充放電できる定置型蓄電池及びその附属設備をいう。 

(3) 太陽熱利用システム  未使用品であって、太陽熱エネルギーを集熱器により吸

収して、既存住宅又は事業所における給湯その他熱利用に供するものをいう。  

(4) 太陽エネルギー利用設備  太陽光発電設備、定置型蓄電設備及び太陽熱利用シ

ステムをいう。  

(5) 既存住宅  次のいずれにも該当する住宅（事務所、店舗その他これらに類する

用途を兼ねるものを含む。）をいう。  

ア  令和４年７月２５日以前に引渡しを受けた住宅で市内に存するもの  

イ  自ら居住し、若しくは居住する予定の住宅又は当該住宅と同一敷地内にある

建築物  

(6) 事業所  次のいずれにも該当する事業所をいう。  

ア  令和４年７月２５日以前に引渡しを受けた事業所で市内に存するもの  

イ  生産若しくはサービス提供を事業として行う事業所又は当該事業所と同一敷

地内にある建築物  

（交付対象者）  

第３条  補助金の交付の対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。  

(1) 市内の既存住宅又は事業所へ太陽エネルギー利用設備を設置すること。  

(2) 市長が指定した日以降に太陽エネルギー利用設備の設置事業に着手し、当該年
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度の２月末日までに、第９条に規定する実績報告書を提出できること。  

(3) 次に掲げるいずれかの法人又は個人事業主に太陽エネルギー利用設備を設置

させること。  

ア  市内に本店を有するもの  

イ  長野県内に本店を有し、市内に支店又は営業所を有するもの  

(4) 補助金の交付対象となる事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする

場合は、一般の競争に付さなければならない。ただし、一般の競争に付すことが

困難又は不適当である場合は、指名競争に付し、又は随意契約によることができ

る。  

(5) 以前に太陽エネルギー利用設備の設置に関し、市の同種の補助金の交付を受け

たことがないこと。ただし、個人で申請する場合にあっては、全ての世帯員が以

前に当該補助金の交付を受けたことがないこと。  

(6) 市税及び分担金、使用料その他の歳入を滞納していないこと。ただし、個人で

申請する場合にあっては、全ての世帯員が滞納していないこと。  

(7) 伊那市暴力団排除条例（平成２４年伊那市条例第１２号）に規定する暴力団若

しくは暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する者でないこと。  

（補助対象経費）  

第４条  補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次に

掲げる経費の合計額とする。  

(1) 太陽エネルギー利用設備及び当該設備を構成する機器等の購入費  

(2) 太陽エネルギー利用設備の設置に係る工事費  

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの  

（補助対象設備、交付要件及び補助金額等）  

第５条  補助金の交付の対象となる太陽エネルギー利用設備（以下「補助対象設備」

という。）、交付要件、補助率及び補助限度額等は、次の表のとおりとする。  

補助対象設備  交付要件  補助率、補助限度額等  

太陽光発電設備  既存住宅又は事業所に設置する設備

で次に掲げるもの  

(1) 再生可能エネルギー電気の利用

の促進に関する特別措置法（平成 23

年法律第 108号）に基づく固定価格

買取制度又は FIP（フィードインプ

レミアム）制度の認定を取得しない

(1) 既存住宅  1kW当たり 14

万円（上限 70万円）  

(2) 事業所  1kW当たり 10万

円（上限 500万円）  
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こと。  

(2) 発電する電力量のうち、自家消

費する電力量が次の割合以上であ

ること。  

ア  既存住宅  30％  

イ  事務所  50％  

(3) 電気事業法（昭和 39年法律第 170

号）第 2条第 1項第 5号ロに規定する

接続供給（自己託送）を行わないも

のであること。  

(4) 余剰電力は、市長が指定する電

気事業法第 2条の 2に規定する小売

電気事業者に売却すること。  

(5) 既存設備の更新の場合は、設置

から 17年を経過していること。  

定置型蓄電設備  既存住宅又は事業所に設置する設備

で次に掲げるもの  

(1) 本事業で設置する太陽光発電設

備に常時接続する設備であること。 

(2) 補助対象経費（消費税及び地方

消費税を含まない。）が 1kWh当たり

次の額以下であること。  

ア  既存住宅  15万 5千円  

イ  事業所  19万円  

(3) 既存設備の更新の場合は、設置

から 6年を経過していること。  

(1) 既存住宅  次に掲げる

額のうちいずれか少ない額

（上限 77万 5千円）  

ア  定置型蓄電池本体価格

の 2分の 1の額  

イ  定置型蓄電池 1kWh当た

りに 7.75万円を乗じて得

た額  

(2) 事業所  次に掲げる額

のうちいずれか少ない額

（上限 189万円）  

ア  定置型蓄電池本体価格

の 2分の 1の額  

イ  定置型蓄電池 1kWh当た

りに 9.45万円を乗じて得

た額  

太陽熱利用システ

ム  

既存住宅若しくは事業所又はその同

一敷地内（市長が認める場合に限る。）

補助対象経費の 3分の 2以内

（上限 60万円）  
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に設置する設備で次に掲げるもの  

(1) 太陽集熱器が日本産業規格

A4112で規定する太陽集熱器の性能

と同等以上の性能を有しているこ

と。  

(2) 既存設備の更新の場合は、設置

から 15年を経過していること。  

２  前項の規定により算出した補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合に

は、これを切り捨てるものとする。  

（交付の申請）  

第６条  補助金の交付を受けようとするものは、補助対象設備を設置する前に伊那市

太陽エネルギー利用設備設置補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を

添えて、市長に提出しなければならない。  

(1) 位置図  

(2) 補助対象経費及びその内訳が記載された見積書等の写し  

(3) 補助対象設備の設置箇所を示す写真等  

(4) 補助対象設備のメーカー、型式及び容量等が確認できる書類  

(5) 太陽集熱器が日本産業規格 A４１１２で規定する太陽集熱器の性能と同等以上

の性能を有することを証明する書類（補助対象設備が太陽熱利用システムの場合

に限る。）  

(6) 伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金の申請に係る確認表（様式第１号の

２）  

(7) 伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金承諾書（様式第２号）（補助対象設

備を設置する既存住宅又は事業所が自己の所有に属さないとき、又は共同所有の

ときに限る。）  

(8) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

（交付の決定）  

第７条  市長は、前条の申請書が提出されたときは、その内容を審査し、必要に応じ

て現地調査を行い、適当と認めたときは、伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助

金交付決定通知書（様式第３号）により通知するものとする。  

（事業の変更等）  

第８条  補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、交付の決

定を受けた事業（以下「補助事業」という。）を変更又は廃止しようとするときは、
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伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金事業変更等承認申請書（様式第４号）を

市長に提出し、その承認を受けなければならない。  

２  市長は、前項の申請書が提出されたときは、その内容を審査し、必要に応じて現

地調査を行い、伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金事業変更等承認通知書（様

式第５号）により通知するものとする。  

（実績報告）  

第９条  交付決定者は、補助事業が完了したときは、伊那市太陽エネルギー利用設備

設置補助金実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しな

ければならない。  

(1) 補助事業に要した費用及びその内訳が記載された契約書等の写し  

(2) 補助事業に要した費用に係る領収書の写し  

(3) 補助対象設備の設置状況を示す写真  

(4) 補助対象設備の保証書の写し  

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

（補助金の確定）  

第１０条  市長は、前条の実績報告書が提出されたときは、その内容を審査し、必要

に応じて現地調査を行い、適当と認めたときは、伊那市太陽エネルギー利用設備設

置補助金確定通知書（様式第７号）により通知するものとする。  

（補助金の請求）  

第１１条  交付決定者は、補助金の交付を請求しようとするときは、伊那市太陽エネ

ルギー利用設備設置補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出するものとする。  

（交付決定の取消し等）  

第１２条  市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付の決定を取り消すものとする。  

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。  

(2) 補助金の交付の条件に違反したとき。  

２  市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該

取消しに係る補助金が既に交付されているときは、期限を定めて、その返還を求め

るものとする。  

（財産処分の制限等）  

第１３条  交付決定者は、補助事業により設置した設備については、補助事業の完了

後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、適正な運用を図らな

ければならない。  
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２  規則第１９条第１項に規定する承認の申請書は、伊那市太陽エネルギー利用設備

設置補助金財産処分承認申請書（様式第９号）によるものとする。  

３  規則第１９条第２項第２号に規定する期間は、減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定められている耐用年数に相当する期間

とする。  

（適用除外）  

第１４条  この告示の規定は、過疎地域集落整備事業（昭和５２年度から昭和５８年

度までの間に伊那市高遠町芝平地区又は荊口地区において実施されたものに限る。）

による集落移転の対象となった区域において実施する事業については、適用しない。 

（補則）  

第１５条  この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。  

 

 

附  則  

（施行期日）  

１  この告示は、令和４年１０月１日から施行し、改正後の伊那市太陽エネルギー利

用設備設置補助金交付要綱の規定は、令和４年７月２６日から適用する。  

（この告示の失効）  

２  この告示は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。  

附  則  

 この告示は、令和５年４月１日から施行する。  
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様式第１号（第６条関係）  

 

伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金交付申請書  

 

年   月   日    

（宛先）伊那市長  

申請者  住  所  

氏  名  

電  話  

 

 伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金の交付を受けたいので、次のとおり申請

します。  

なお、この補助金の審査のために、申請者及び同一世帯員が納付すべき市税及び分

担金、使用料その他の歳入の納付状況を事務担当職員が確認することに同意します。  

設置する建築物の所在地  伊那市           番地  

設置する建築物の区分  既存住宅・事業所（建築年月日：   年   月   日）  

設置する建築物の所有者  申請者・申請者以外（         ）  

設置する設備  
太陽光発電設備  
（新設・更新）  

定置型蓄電設備  
（新設・更新）  

太陽熱利用システム  
（新設・更新）  

 

メーカー     

型式     

容量等  ｋＷ  ｋＷｈ  Ｌ  

補助対象経費（税込） 円  円  円  

補助対象経費合計（税込）                     円  

補助金交付申請額                      円  

既存設備設置年月  

（更新の場合）  
年    月  年    月  年    月  

設置事業者  
住所  

名称                 電話  

着手予定日  年    月    日  

完了予定日  年    月    日  

添付書類  

□  位置図  
□  補助対象経費及びその内訳が記載された見積書等の写し  
□  設置する設備の設置場所を示す写真等  
□  設置する設備のメーカー､型式､容量等が確認できる書類  
□  太陽集熱器が日本産業規格Ａ 4112 で規定する太陽集熱器の

性能と同等以上の性能を有することを証明する書類（設置
する設備が太陽熱利用システムの場合）  

□  伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金の申請に係る確
認表（様式第１号の２）  

□  伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金承諾書（様式第
２号）（設置する建築物の所有者が申請者以外の場合）  

□  その他市長が必要と認める書類  
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様式第１号の２（第６条関係）  

 

伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金の申請に係る確認表  

 

年   月   日  

 

                    申請者（自署）  

 住所  

 

                        氏名  

 

 伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金の交付申請に当たり、伊那市太陽エネル

ギー利用設備設置補助金交付要綱及び以下に掲げる要件を遵守します。  

区分  内容  確認欄  

共
通
事
項 

市内の既存住宅又は事業所へ設備を設置すること。   

市長が指定した日以降に太陽エネルギー利用設備の設置事業に着

手し、当該年度の２月末日までに、第９条に規定する実績報告書を

提出できること。  

 

次に掲げるいずれかの法人又は個人事業主に太陽エネルギー利用

設備を設置させること。  

・市内に本店を有するもの  

・長野県内に本店を有し、市内に支店又は営業所を有するもの  

 

以前に太陽エネルギー利用設備の設置に関し、市の同種の補助金の

交付を受けたことがないこと。個人にあっては、全ての世帯員が以

前に当該補助金の交付を受けたことがないこと。  

 

市税及び分担金、使用料その他の歳入を滞納していないこと。個人

にあっては、全ての世帯員が滞納していないこと。  

 

伊那市暴力団排除条例（平成２４年伊那市条例第１２号）に規定す

る暴力団若しくは暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する者で

ないこと。  

 

太
陽
光
発
電
設
備 

未使用の太陽光発電設備であること。   

固定価格買取制度又はＦＩＰ（フィードインプレミアム）制度の認

定を取得しないこと。  

 

発電する電力量のうち、自家消費する電力量が次の割合以上である

こと。  

・既存住宅  ３０％  

・事務所   ５０％  

 

自己託送を行わないものであること。   
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太
陽
光
発
電
設
備 

余剰電力は、市長が指定する小売電気事業者へ売電すること。   

既存設備の更新の場合は、設置から１７年を経過すること。   

本事業により取得した温室効果ガス排出削減効果は、Ｊ－クレジッ

ト制度への登録を行わないこと。  

 

再エネ特措法に基づく「事業計画策定ガイドライン（太陽光発電）」

（資源エネルギー庁）の遵守事項等に準拠して事業を実施するこ

と。  

 

定
置
型
蓄
電
設
備 

未使用の定置型蓄電設備であること。   

本事業で設置する太陽光発電設備に常時接続する設備であること。   

補助対象経費（消費税及び地方消費税を含まない。）が１ｋＷｈ当

たり次の額以下であること。  

・既存住宅  １５万５千円  

・事務所   １９万円  

 

既存設備の更新の場合は、設置から６年を経過していること。   

本事業により取得した温室効果ガス排出削減効果は、Ｊ－クレジッ

ト制度への登録を行わないこと。  

 

「伊那から減らそうＣＯ２！！促進事業補助制度の手引き」（伊那

市）の「その他定置型蓄電設備の要件」に適合していること。  

 

太
陽
熱
利
用
シ
ス
テ
ム 

未使用の太陽熱利用システムであること。   

太陽集熱器が日本産業規格Ａ４１１２で規定する太陽集熱器の性

能と同等以上の性能を有するものであること。  

 

既存設備を更新する場合は、設置から１５年を経過していること。   

本事業により取得した温室効果ガス排出削減効果は、Ｊ－クレジッ

ト制度への登録を行わないこと。  
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様式第２号（第６条関係）  

 

伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金承諾書  

 

年   月   日    

 

 

（宛先）伊那市長  

 

所有者  住  所  

氏  名  

電  話  

 

 

 

 私が所有する次の既存住宅又は事務所に補助金交付申請者が太陽エネルギー利用設

備を設置することを承諾します。  

 

 

既存住宅又は事務所の所在地  伊那市           番地  

補助金交付申請者  

住所  

氏名  

電話  
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様式第３号（第７条関係）  

 

款   項   目   節   

 

第      号    

年   月   日    

 

         様  

 

伊那市長          印    

 

 

伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金交付決定通知書  

 

  

   年   月   日付けで申請のあった   年度伊那市太陽エネルギー利用設備設

置補助金について、次のとおり決定しましたので、伊那市太陽エネルギー利用設備設

置補助金交付要綱第７条の規定により通知します。  

 

 

伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金交付決定額  

 

 

金            円  

 

 

補助条件  

  １  この補助金は、申請した以外に使用してはいけません。  

  ２  補助金の経理は、帳簿を備え、収入額及び支出額を記載するとともに、その

支出内容を証する書類を整備し、及び保存して補助金の使途を明らかにしてお

いてください。  

  ３  補助金を得て行った事業が完了したときは、完了後１０日以内にその事業の

実施状況を提出してください。  

  ４  前３項に違反して事業を実施した場合は、補助金の全部又は一部を返還させ

ることがあります。  

５  補助対象団体の経理監査のため必要がある場合は、市監査委員の立入監査を

行うことがあります（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７

項）。  
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様式第４号（第８条関係）  

 

伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金事業変更等承認申請書  

 

年   月   日    

 

（宛先）伊那市長  

 

申請者  住  所  

氏  名  

電  話  

 

 

  年   月   日付け   第   号で交付決定のあった伊那市太陽エネルギー利用

設備設置補助金事業の変更（廃止）について承認を受けたいので、次のとおり申請

します。  

 

設置する建築物の所在地  伊那市           番地  

設置する建築物の区分  既存住宅  ・  事業所  

設置する設備  太陽光発電設備  定置型蓄電設備  太陽熱利用システム  

 

メーカー     

型式     

容量等  ｋＷ  ｋＷｈ  Ｌ  

変更（廃止）の概要   

変更（廃止）の理由   

添付書類  
□  変更（廃止）に至るまでの経緯等が確認できる書類  

□  その他市長が必要と認める書類  
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様式第５号（第８条関係）  

 

第      号    

年   月   日    

 

         様  

 

伊那市長          印    

 

 

伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金事業変更等承認通知書  

 

  

   年   月   日付けの伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金事業変更等承

認申請書を審査しましたので、伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金交付要綱第

８条第２項の規定により通知します。  

 

設置する建築物の所在地  伊那市           番地  

設置する建築物の区分  既存住宅  ・  事業所  

設置する設備  太陽光発電設備  定置型蓄電設備  太陽熱利用システム  

 

メーカー     

型式     

容量等  ｋＷ  ｋＷｈ  Ｌ  

変更（廃止）の概要   

変更（廃止）の承認  承認する  ・  承認しない  

付記意見   
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様式第６号（第９条関係）  

 

伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金実績報告書  

 

年   月   日    

 

（宛先）伊那市長  

 

申請者  住  所  

氏  名  

電  話  

 

   年   月   日付け   第   号で交付決定のあった伊那市太陽エネルギー利

用設備設置補助金事業が完了したので、次のとおり報告します。  

 

設置した建築物の所在地  伊那市           番地  

設置した建築物の区分  既存住宅・事業所  

設置した設備  
太陽光発電設備  

（新設・更新）  

定置型蓄電設備  

（新設・更新）  

太陽熱利用システム  

（新設・更新）  

 

メーカー     

型式     

容量等  ｋＷ  ｋＷｈ  Ｌ  

設置等に要した費用  円  円  円  

設置等に要した費用

合計  
                    円  

補助金交付決定額  

※  
                    円  

設置事業者  
住所  

名称                 電話  

着手日  年    月    日  

完了日  年    月    日  

添付書類  

□ 設置等に要した費用及びその内訳が記載された契約書等の写し 

□ 設置等に要した費用に係る領収書の写し 

□ 設置した設備の設置状況を示す写真 

□ 設置した設備の保証書の写し 

□ その他市長が必要と認める書類 

※補助金交付決定額は、伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金交付決定通知書（様

式第３号）に記載されている金額を記載してください。  
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様式第７号（第１０条関係）  

 

第      号    

年   月   日    

 

         様  

 

伊那市長          印    

 

 

伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金確定通知書  

 

  

   年   月   日付けの伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金実績報告書を

審査の結果、次の金額を当該設置事業に対する補助金として確定しましたので、伊那

市太陽エネルギー利用設備設置補助金交付要綱第１０条の規定により通知します。  

 

 

 

 

伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金確定額  

 

 

金            円  
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様式第８号（第１１条関係）  

 

伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金交付請求書  

 

年   月   日    

 

（宛先）伊那市長  

 

 

申請者  住  所  

氏  名  

電  話  

 

 

  年   月   日付け   第   号で確定のあった伊那市太陽エネルギー利用設備

設置補助金を、次のとおり請求します。  

 

補助金交付請求額            円  

振込先口座  

金融機関名   

本・支店名   

口座の種類  普通  ・  当座  ・  その他  

口 座 番 号  

ふ り が な  

口座名義人   

添付書類  
□  振込先口座が確認できる書類（通帳等の写し）  

□  その他市長が必要と認める書類  
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様式第９号（第１３条関係）  

 

伊那市太陽エネルギー利用設備設置補助金財産処分承認申請書  

 

年   月   日    

 

（宛先）伊那市長  

 

申請者  住  所  

氏  名  

電  話  

 

  年   月   日付け   第   号で補助金確定通知のあった   年度伊那市太陽

エネルギー利用設備設置事業により取得した財産を処分したいので、伊那市太陽エネ

ルギー利用設備設置補助金交付要綱第１３条第２項の規定に基づき、次のとおり承認

を申請します。  

 

取得した財産の設置場所  伊那市           番地  

設置した建築物の区分  既存住宅・事業所  

取得した財産の内容  太陽光発電設備  定置型蓄電設備  太陽熱利用システム  

 

メーカー     

型式     

容量等  ｋＷ  ｋＷｈ  Ｌ  

取得年月日  年    月    日  

取得金額            円（うち市補助金        円）  

処分の理由  

 

 

 

 

 

 

処分予定日  年    月    日  

処分方法､価格､条件など   

添付書類  

□  位置図  

□  取得した財産の写真  

□  その他市長が必要と認める書類  

 


